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2020年7月報告内容の進捗と反省点（１）

◆ 人材確保等支援助成金

・健康づくり（歯周病健診）1年目離職率ゼロで受給（72万円）

・介護・保育コース（受付終了） 1年目離職率ゼロで受給（72万円生産性

要件）、次回は2年後108万円

注目点：雇用保険被保険者資格喪失でもアルバイトで継続就労なら離職扱いにはならない

：社員数の少ない先でも助成金の還元（車購入、一時金）で離職しない意識アップ

◆ キャリアップ助成金（昇給ミス、3年経過などの失敗事例の改善）

・時給の高い社員（看護師など）は３％昇給可能性を考え試用期間中給与を考慮

・事業主には有期雇用3年目前に正社員転換するかどうか考える習慣をつける

・解雇厳禁（生産性要件にも影響する；NPO,社福は生産性要件はほぼ取れる）

・その後、7名は全員受給、現在7名申請中、2名準備中、１事業所計画書申請

顧問先の特長・・・・前職と地域包括ケアの活動から医療、介護福祉系が中心
医療機関、訪問看護ステーション、医師会、
放課後デイ、社会福祉法人（高齢者、障害者施設）、葬儀社、居宅介護、内装業



2020年7月報告内容の進捗と反省点（２）

TOKYOはたらくネット エントリー型の「制度整備」助成金

◆ ボランティア休暇 20万 災害や子供の運動会用に休暇整備（無給で可）

◆ チャイルドサポート 50万 不妊症、不育症治療の支援休暇（男女2人の責任者）

◆ ジョブリターン 20万 育児･介護からの再雇用を支援

➢ 申請管理と制度整備が忙しい、登記簿、納税証明、印鑑証明など事業主負担大

➢ 積極的に関与可能な事業主との協力が不可欠（指示が事業主に来る）

➢ 東京都の不遜な担当者（E女史）と対話の出来る精神力

➢ 複数当選の顧問先でないと非効率

結果：2件不支給（事業主が社労使に指示伝達せず、ビデオ視聴の件で事業主が都の担当者と喧嘩、

助成金不信へ）専門家派遣とバッティングが2件

5件受給 （事業主、担当の事務職員が熱心）
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2021年度の取組状況

１）TOKYO働くネット専門家派遣

（東京都）訪問2時間 18千円 5回まで

２）処遇改善加算コンサルタント

（東京社労士協会）2時間2～4万円 2回まで

３）介護働き方改革コンサルタント（リモート可）

（都道府県委託タスクールPlus)2時間２万円 3回まで

４）働き方改革コンサルタント

（東京社労士協会）2時間1万円 5回まで

３）４）は、助成金の紹介を推奨している

各種専門家派遣事業へのエントリーから助成金紹介へ繋げる



2021年度の取組助成金の状況

両立支援等助成金

000839969.pdf (mhlw.go.jp)

１）出生時両立支援コース（子育てパパ支援助成金）72万円（生産性有）

【注意点】

・男性が育児休業を取りやすい職場風土づくり（ひな型を社内通知）

・男性が5日以上（中小企業）の育児休業を取得する

・子の出生後57日以内に育児休業を取得、取得後2か月以内に申請する

・就業規則の育児休業制度は男性育休取得以前に定める

・次世代育成支援対策推進法に基づく一般事業主行動計画が提出済み

・個別加算（12万円）には、個別面談シート、上司にも通知メールが必要

＊個別加算で社労士の懲戒事例があった（月間社労士掲載）

https://www.mhlw.go.jp/content/000839969.pdf


社内へメール配信、そのメールも申請時に添付



一般事業主行動計画の社内掲示



両立支援は申請がいつも切羽詰まって
（社員と事業主がからむ書類が多いため）
九段下の東京労働局雇用均等部14階へ持参、
隣の窓口が一般事業主行動計画の申請窓口（笑）



男性本人とその上司
への通知内容や文書



男性本人との面談時に使用した文書
＋就業規則の育児介護休業規定を提示したことを添付



NPO法人、社福の
生産性要件は、被保険者
人数が同数で計算なので
６％以上は
殆どの先でクリアできる



2021年度の取組助成金の状況

両立支援等助成金

000839969.pdf (mhlw.go.jp)

２）育児休業等支援コース

【注意点】

・育児復帰支援プランに基づき育児休業の取得・職場復帰を支援している

事の周知・・・・・就業規則や社内規定で明確に明示が必要（例文有）

・「面談シート」様式2号、業務の整理や引継ぎ計画

・産後休業開始日から3か月を経過する日から2か月以内に申請

・次世代育成支援対策推進法に基づく一般事業主行動計画が提出済み

https://www.mhlw.go.jp/content/000839969.pdf




育休取得時⇒職場復帰時⇒代替要員

長期的に3つをセットで計画的に行う

更にその先（1年間育休取得）で東京都の働くママ支援コース（125万
円）に繋がるようにする



就業規則に文言を入れるか、社内規定を通知するかが必要



面談シート 様式2号



育休復帰支援プラン 様式3号



2021年度の取組助成金の状況

65歳超雇用推進助成金
65歳超継続雇用促進コース 申請書類（様式ダウンロード）令和3年4月以降｜独立行政法人
高齢・障害・求職者雇用支援機構 (jeed.go.jp)

１）65歳超継続雇用推進コース

【注意点】

・65歳以上への定年引上げ又は定年廃止又は希望者全員66歳以上の継続雇用制度

・制度作成に要した費用があること（社労士顧問料）書類添付

・60歳以上の雇用保険被保険者（1年以上）がいること

・高年齢者雇用に対する措置が必要・・・⑦「勤務時間制度の弾力化」がベター

第１節 定年および退職 

 

（定年退職及び雇用継続制度） 

第６０条 職員の定年は満６５歳とし、定年に達した日の属する月の末日をもって退職とす

る。 

2 前項にかかわらず、定年後も継続して勤務することを希望する者について、70 歳に達す

るまで再雇用する。この場合、雇用契約は１年ごとに更新するものとし、満 70 歳に達した日

の属する月の末日までとする。 

（勤務時間および休憩時間） 

第３０条 職員の所定労働時間は１日については８時間とし、１週間については４０時間 

以内とする。但し 1 日 7 時間以上 8 時間以内の短時間契約の常勤正社員も本規定

の職員とする 

2 各人ごとの月間勤務表を前月２５日までに作成し、提示する。 

3 １日の始業、終業の時刻および休憩時間は次のとおりとする。 

始業・終業時刻 

始業時刻 ８時４５分（短時間正社員の場合は雇用契約による） 

就業時刻 １７時４５分（短時間正社員の場合は雇用契約による） 

休憩時間 １２時 から １３時まで 1時間 

所定労働時間 １日 ８時間 

４ 65 歳以上の雇用継続者は、本人が希望する場合は、現在の勤務時間を 1 日あたり 1 時間

から 3 時間の範囲で短縮することができる。 

https://www.jeed.go.jp/elderly/subsidy/subsidy_keizoku_yousiki.html


66歳以上の雇用継続制度導入なら事業主も抵抗は少ない
（既に顧問先の殆どで他の助成金活用で65歳定年制度導入済み）



2021年度の取組助成金の状況

業務改善助成金

【特長】

【注意点】

・申請（見積り）、内容許可、購入、報告、支給までのスケジュール管理

・昇給（恒久的）と設備投資金額に対する助成金額のBEPも考える



全従業員30円賃上げで１００万円の助成金を貰おうと考えたが・・・・・

・・・・算定される従業員に意外と厳しい足かせがあった



【注意点】算定される賃上げ人数は限定される

・事業場内の最低賃金者が1,071円以下（東京最低賃金+30円）
・全ての従業員を事業場内最低賃金以上へ引き上げ
・最初から新事業場内最低賃金以上の高賃金者は対象外



業務改善助成金 助成事例
(mhlw.go.jp)

https://jsite.mhlw.go.jp/shizuoka-roudoukyoku/var/rev0/0123/3620/201751141853.pdf


眼科医院への新規検査機器導入
による生産性の向上の計画書
院長からの聞き取りによる作成

30円コース7人では、高賃金者が対象外なので、60円コース7人も考えたが
昇給が大きすぎて3年で助成金額と給与増額がBEするので30円2人50万で申請



2022年度の方針



2022年度取り組む助成金（１）

◆ キャリアップ助成金（申請効率が良いので主役）

・新規採用の有期社員⇒正社員を中心に（有期⇒無期は廃止）

◆両立支援等助成金（厚労省）⇒東京都しごと財団

・子育てパパ支援助成金⇒

（21年申請分）

・育児休業等支援コース⇒

（21年申請分）



2022年度取り組む助成金（２）

◆ 65歳超雇用推進助成金

令和4年度（パブリックコメントから）

10人未満枠が細分化され80万円から30万円に大幅減額

それでも申請労力はそれほどではないので2件の顧問先で申請予定



社員等級別の賃金

有期雇用社員、パート社員

1号

2号 365,000 2,300

1号
350,000

（短時間262,500）
2,205 2,205

2号
327,986

（短時間246,000）
2,067 2,067

3号
317,320

（短時間237,990）
2,000 2,000

1号
314,622

（短時間236,000）
1,983 1,983

2号
30,0000

（短時間225,000）
1,891 1,891

3号
282,500

（短時間211,875）
1,780 1,780

1号
237,990

（短時間178,492）
1,500 1,500

2号
190,392

（短時間142,794）
1,200 1,200

1号
179,285

（短時間134,463）
1,130 1,130

2号
161,833

（短時間121,374）
1,020 1,020

５級
一般定型職

週５日勤務、オンコール
の受けられることを基
準とし、短時間勤務、オ
ンコール不可などの諸
条件を勘案して等級内
で賃金のプラスマイナ

スを設定する

看護職
リハ職

介護支援専門員
専門事務職

上長、先輩の指導の下で専門職
としての技能を高め職務遂行に努
める

相談の上で決定

3級
判断職

専門職として自らの職務を完遂し
事業所の活動の向上に向けて前
向きな行動がとれる。同僚、後輩
へ適切な助言ができる

4級
定型熟練

上長の指示無場合く自らの判断
で与えられた職務を適切に遂行で
きる。技能の向上に向けて自己研
鑽ができる

１級
管理監督

所長

営業所管理者として人事労務管
理、利益管理に責任を持ち営業
所の業務推進と会社利益の最適
化に努める

２級
指導職

専門職としての指導的立場
を自覚し、部下の育成に努め、事
業所全体の活動の活性化に寄与
する

正社員、短時間正社員月額（時給換算）、有期社員時給

等級 職種 職能要件 就労要件
給与
号棒

常勤正社員、短時間正社員　（時給換算）

キャリアップの
賃金規定等改定コース（２％昇給）
賃金規定等共通化コース
（令和4年度2人目以降加算の廃止）

社福の介護、障害系は
「介護処遇改善加算」
「特定加算」と合わせて

考えれば可能



活動の指針

➢現在の申請中助成金を確実に顧問先へ届ける

➢顧問先事務員へ助成金の申請教育（釣り方を教える）

➢特定技能外国人労働者の仕事との比率７：３

➢地域への貢献を指標に活動の優先順位を決める

➢ワークライフバランス


